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長岡市長記者会見要旨 

 

日 時：平成31年2月14日（木）午前11時から 

会 場：アオーレ長岡東棟4階 大会議室 

 

【会見項目1：「『新しい米百俵』で未来を切り開く予算」平成31年度長岡市当初予算（案）について】 

 

（長岡市長） 

 今日は、平成31年度当初予算案について説明をしますが、平成31年度の長岡市政の最も大きな課題

が、このたびの不正の再発防止にあるという認識を持っています。断固たる決意で再発防止に取り組

みたいと思っています。その上で、「新しい米百俵」をしっかりとスタートさせたいという思いです。 

 キャッチフレーズは、「『新しい米百俵』で未来を切り開く予算」としました。平成31年度は、「人

づくりの精神」を大切にしながら、将来につながる投資を果敢に行う、次の100年に向けた「新しい米

百俵の元年」として、大きな一歩を踏み出す年と位置付けたいと考えております。 

 より多くの若い人たちが長岡を選んで、就職して結婚し、子どもを産み育てるまち、住み続けるま

ちにするために、産業振興に力を入れて働く場を創出し、あわせて将来に向けた都市インフラの整備

を進めるとともに、子どもたちが自分の人生を切り開いていけるように、人材育成に力を注いで、教

育環境の整備、未来への投資を推進します。 

 また、子育て環境の整備や健康・福祉・医療と共生社会のきめ細かな推進とともに、防災、災害対

策、中山間地域と支所地域の生活の安心確保、身近な住環境の整備と地域経済の下支えによりまして、

暮らしの安心と安全の確保を図っていきたいと強く思っているところです。 

 さらに、市民が支え合い助け合う活動を強力にバックアップして、長岡の魅力を全国・世界に発信

し、交流機会の拡大と交流基盤の整備にも力を入れていきたい、交流人口の拡大を目指していきたい

と考えています。 

 加えて、行政サービスの高度化・効率化を行うとともに、冒頭申し上げた不正行為の再発防止にし

っかりと取り組んでいきます。 

 新年度当初予算は、行政経費の節減と財源の確保に努めまして、財政基盤の強化を図るとともに、

今申し上げた基本姿勢に基づいて編成し、「新しい米百俵」を大きく加速させ、長岡の未来を切り開

いていく予算としました。 

 予算規模は、一般会計が1,353億6,200万円で、前年度に比べて2.4％の減です。制度融資、公債費の

減により規模は縮小しましたが、市民サービスはしっかりと確保しています。 

特別会計と企業会計を合わせた総予算は2,185億6,220万円で、これも前年度に比べて1.8％の減で
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す。 

 行政経費全体の節減と財源の確保は、職員数の抑制、時間外勤務手当の縮減、政策的意義の終了し

た事務事業の整理・廃止などによって経費の削減を行うとともに、国・県支出金等の特定財源を最大

限に活用しました。 

そのほか都市整備基金2億2,000万円の活用によって全体としての財源を確保したところです。 

なお不足する財源は、財政調整基金から取り崩しています。財源の不足額は、前年度から10.3億円

減の20.2億円ということで、大きく縮減しましたが、以前として財源不足の状況です。 

 重点施策を申し上げます。1番目として、人材育成と未来への投資であります。 

大学・高専との連携による「人づくり・産業振興」として、NaDeC構想の推進と、産学官金のチーム

が介護やAIなどの地域の課題解決や事業化に取り組むプロジェクトや、地元就職・U・Iターン就職の

促進など、労働力の確保のための支援を行うとともに、長岡北スマート流通産業団地の整備・分譲促

進によりまして、産業振興と働く場の創出を進めていきます。 

 また、「米百俵プレイス（仮称）」での人づくり・学び・交流エリアの整備、中学校部活動指導員

の増員、プログラミング教育の充実を図り、次の世代を担う子どもたちの人材育成に力を注ぐととも

に、安全、安心で快適な教育環境を整備していきます。 

 さらに、大手通坂之上町地区の市街地再開発事業の推進、大積スマートインターチェンジ（仮称）

の早期事業化に向けた詳細の検討と周辺道路の整備などによって、将来に向けた都市インフラの整備

を進めまして、人材育成と未来への投資を推進します。 

 具体的には、「産業振興と働く場の創出」として、NaDeC構想の推進のため、NaDeC BASEで教員や企

業人によるトーク会、学生ワークショップなどを開催して、企業と教職員、学生との交流を促進しま

す。また、外国人人材の活躍のための環境整備ということで、専門技能・技術を持つ外国人人材、い

わゆる高度人材の受け入れ態勢の整備を新たに行うとともに、国際交流センターにベトナム語通訳者

を配置して、ベトナム人の皆さん、外国人の皆さんの居住環境の向上を図ります。 

 「教育環境の整備」としましては、支援・配慮が必要な児童・生徒に対応するため、特別支援学級

等の介助員を10人増員して158人配置します。 

 また、「将来に向けた都市インフラの整備」は、先ほど申し上げました大手通坂之上町地区の市街

地再開発事業を推進し、施工者に対する補助、人づくり・学び・交流エリアの実施設計などを行いま

す。 

 2番目として、「暮らしの安心と安全の確保」です。 

「子どもナビゲーター」の増員、生活困窮世帯の子どもの学習塾受講の支援等によりまして、子ど

もの貧困対策を強化するほか、児童クラブの新設や医療的ケアが必要な子どもの保育園入園体制など

保育環境を整備します。また、産後デイケアる～む「ままナビ」を増設し、子育て環境をさらに充実

します。 
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 加えて、胃がんリスク検診の対象者の拡大や、風しんの予防接種の実施、自殺対策の強化、精神障

害者の家族相談への支援など、健康・福祉・医療と共生社会をきめ細かに推進します。 

 また、栃尾地域にヘリポートを整備するほか、道路除雪の新技術を産学官が連携して研究する「除

雪イノベーション研究会」を立ち上げます。防災・災害対策を推進するとともに、包括的な道路維持

管理の民間委託や、地域に寄り添い活動する集落支援員の増員、交通空白地区における公共交通確保

のための社会実験などを行って、中山間地域と支所地域の生活の安心を確保します。 

 さらに、生活に密着した地域インフラの整備、プレミアム付商品券の発行や、住宅・空き家のリフ

ォーム費用の助成など、身近な住環境の整備と地域経済の下支えを行うことで、暮らしの安全と安心

を確保します。 

 具体的には、「子育て環境の整備」では、子どもの貧困対策として情報収集や支援のコーディネー

トを行う「子どもナビゲーター」を１人増員して２人にします。また、生活困窮世帯の子どもの学習

塾受講を支援します。また、経管栄養や吸引、酸素吸入などの医療的ケアが必要な子どもの保育園の

入園体制を整備します。 

 「健康・福祉・医療と共生社会の推進」として、自殺対策を強化します。悩みを抱えている人に気

付ける人「ゲートキーパー」を重点的に長岡で育成します。 

 「防災・災害対策の推進」としては、道路除雪の新技術を産学官が連携して研究する「除雪イノベ

ーション研究会」を立ち上げます。初年度は、この研究会によっていろいろな技術を議論いただきま

して、将来的な実用化に向けてそのアイデア、考え方をまとめていきたいと思っています。 

 「中山間地域と支所地域の生活の安心確保」としては、交通空白地区における公共交通確保のため

の社会実験を栃尾、和島地域で実施します。 

 3番目の柱は、「がんばる市民、団体と地域の支援」です。 

子ども食堂への支援や、「はつらつ広場」の増設、市民活動団体や地域が自ら行うコミュニティ活

動、あるいは「ながおか・若者・しごと機構」への支援によりまして、がんばる市民・団体と地域の

活動を支援します。こういった政策は、今まではどちらかというと個別の支援や給付が中心になって

いましたが、長岡市としては、いわば「市民を助ける」市民・団体、NPOなどの、新たな公共的な役割

を担う皆さんを積極的に支援していくという考え方です。 

 また、地域おこし協力隊員の増員と地域の宝・資源の磨き上げ、「栃尾地域交流拠点施設（仮称）」

の整備を行い、地域の活力を創造します。 

 さらに、オーストラリア競泳チームの合宿の受け入れと市民との交流、あるいは2020年東京オリン

ピックを目指す長岡のトップアスリートの活動支援や、障害者スポーツとバスケによるまちづくりを

推進して、全体として「スポーツによるまちづくり」をさらに大きく前に前進させます。 

 具体的には、「市民協働、市民活動の支援」として、新たに子どもや地域住民の居場所となる子ど

も食堂を運営する団体を支援します。 
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 あるいは、「地域の活力創造」として、地域協力活動を行う地域おこし協力隊員を6人増員し、18人

を各地域に配置します。集落や地域の団体の活動支援を強化していくということです。 

 「スポーツによるまちづくり」としては、先ほど申し上げたオーストラリア水泳チームの事前合宿

の受け入れと選手・コーチらによるクリニック等で、それぞれの競技団体の子どもたちの皆さんとの

交流を図っていきたいと思います。 

 4番目は、「長岡の魅力発信と交流人口の拡大」です。 

「発酵・醸造のまち」、あるいは長岡産「食材」、ながおか米、錦鯉など地域資源の効果的なPRや、

世界に誇る縄文文化の発信を行うほか、ふるさと納税の魅力を拡大して、長岡ファンの獲得を目指し

ます。 

長岡の魅力を全国・世界に向けて、さらに大きく発信していきたいと思います。 

 また、民間活力との連携による摂田屋地区の「機那サフラン酒本舗」や寺泊汐見台・旧北国街道周

辺地区、「ながおか花火館（仮称）」などの整備や、台湾・香港からの訪日旅行者向けのインバウン

ド観光を推進して、交流機会の拡大と交流基盤を整備します。 

 5番目は、「行政サービスの高度化・効率化」です。 

RPA、ロボティック・プロセス・オートメーションの本格的な導入による行政ICTの推進や、オープ

ンイノベーションによる行政課題の解決などによりまして、行政サービスの高度化・効率化を図りま

す。 

 具体的には、RPAを本格導入して定型業務を効率化することによって、省力化・効率化を図るほか、

議事録作成支援システムやAIを活用した手書き文字読み取り技術、OCRを試験導入します。 

 最後の6番目は、「不正行為再発防止のための取り組み」です。 

第三者機関による入札チェック体制の強化や、検討・提案・提言を踏まえ、公務員倫理研修を実施

することで、市役所一丸となって徹底的に不正の再発防止に取り組みます。 

 なお、現在の状況を踏まえ、この不正防止に必要な経費は今後さらに追加していきたいと考えてい

ます。 

（記者） 

 今年度予算で、一番苦心した点、もしくは一番力を入れたところを挙げるとすればどこでしょうか。 

 それから、行政経費の節減と財源の確保の部分で職員数の抑制、時間外勤務手当の縮減とあります

が、これは具体的にどういう方法で行うのでしょうか。 

（長岡市長） 

 苦心した点は、今のご質問の最後の項目にも関係しますが、財政状況が非常に厳しい状況であるこ

とは間違いありません。これは、経済がこれからどうなるのかということ、あるいは国の地方に対す

る支援のあり方がだんだん変わってきている状況の中で、地方財政の非常に厳しい状況は、当然、長

岡市にもあります。 
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そういう中で、全体の財政運営をどうするかという課題と、優先順位をつけながら事業の取捨選択、

選別をどのようにつけていくか、苦心をしました。 

今までの事業全体を一つ一つ見直して、不要不急なもの、あるいは時代にマッチしていないものは

ないかを整理していくことが大切だと思っていまして、その点について、やれることは今回の予算編

成の中でやりましたし、事業全体の見直しというものはこれからも加速させる必要があると実感して

います。 

 そういう中で、新年度、何に力を入れるのか。去年は「長岡開府400年」、今年は「新しい米百俵」

の元年であるということで、やはり人材育成、そして、将来に向けてどうしてもやらなければならな

い投資には、きちんとお金は配分していく。そして、福祉・健康・医療など、本当に困っている方々、

あるいはどうしても支援が必要なところには、きめの細かい配慮をしなければならないという意識を

持って、予算を編成しました。 

 職員数や時間外の抑制は、財源の問題の中で、内部の努力として「いの一番」にやるべきことだと

思っています。前向きに言えば、RPA導入の取り組みもその一環です。こういったことによって、どれ

だけ省力化でき、結果的に人件費の抑制につなげることができるか、これからの大きな課題なのです

が、それぞれの部署の事務分担や仕事のやり方を見直しながら、採用人数の抑制、そして書類の作成、

会議のあり方なども、できるだけシンプルにして組織のスリム化に取り組みたいと思っています。 

（記者） 

 去年、中枢中核都市に指定されています。これに伴う人口減、高齢化対策等への対応に関連した事

業はあるのでしょうか。 

 それと、秋からの消費税増税の影響はいかがでしょうか。 

（長岡市長） 

 中枢中核都市については、ある程度地域を絞ってそこに集中投資をしていくんだと、そのことによ

って、東京圏への一極集中の人の流れを止めると。たしか、増田元総務大臣が「人口のダム構想」の

ようなことをおっしゃっていましたが、それを国がはっきり意識していると思っています。 

いろいろなインフラ整備、そして労働環境、福祉、健康、医療、子育て環境、教育という、全体が

相まって中枢中核都市の政策に合致してくると思っております。 

そういう意味では、今後も中枢中核市を一つの長岡の考え方の真ん中に置いて取り組んでいきたい

と思っています。 

（財務部長） 

 消費税が10月から増税される予定ですが、歳入の面でプラスになることはございません。 

これは、10月に増税になった後、国、県と経由して市に交付されるのですが、タイムラグの関係で31年

度予算では収入が増えません。 

歳出の面では半期分の影響が出ますので、3億5,000万円程度の影響を見込んでいます。 



 - 6 -

（記者） 

 基金の将来的な見通しはいかがでしょうか。 

（財務部長） 

 31年度の取り崩し額が、20億2,000万円です。その結果、31年度末には約12億9,000万円となる見込

みです。 

（記者） 

 約20億円を取り崩して、残りが12億9,000万円となると、今後、今年度並みの取り崩しはもうできな

いということでよろしいでしょうか。 

（財務部長） 

 12億9,000万円は、補正予算まで加味した数字でして、実際にはこの後、決算をしますと、いわゆる

執行の節約分で生じた剰余も出てくると見込んでいます。そこが数億円程度あるので、実際に5月決算

になりますと、20億円近くまで復元するんじゃないかという見込みはあります。 

ただ一方で、20億円規模の取り崩しを、予算上続けられるかというと、なかなか難しい状況だと。 

したがいまして、いろんな各種の行政内部の取り組み、それから不要不急の事業の見直しなど、そ

ういった取り組みを今後も継続して、取り崩し額、財源不足額を縮減していく必要があると認識して

います。 

（記者） 

 今回は都市整備基金も取り崩していますが、ここの意味合いを教えてください。 

（財務部長） 

 都市整備基金は、財源不足という意味合いとはちょっと違いまして、再開発等のいわゆる「まちづ

くり」に充てるためにあらかじめ準備しておいた基金でございます。これは当初予算に計上しました

再開発とか、もろもろの事業にこの基金を充てるという意味合いで、事業の進捗に合わせて予定どお

り崩したということです。 

（記者） 

 歳入を見ますと、市税もほぼ横ばいということですが、実際には自主財源を高めていくしかないと

いうような状況の中で、今回の予算の中で将来的な市税増につながるような施策はあるのでしょうか。 

（長岡市長） 

 今回の31年度予算案の中では、税収増を直接図るようなものはそんなにないと思いますが、例えば

流通産業団地への進出があれば、償却資産など含めた固定資産税とか法人市民税が上がってきますの

で、そういう意味では、産業政策をきっちりやるというのは将来的な税収増につながると捉えて、未

来への投資もこの予算の中にそれぞれ盛り込んでいます。 

（記者） 

流通産業団地に進出した後は、しばらく税金の減免などがあると思うので、そこの効果が出てくる
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のはやっぱり5年後、10年後という見通しでしょうか。 

（長岡市長） 

 そういうことになります。 

（記者） 

 そうすると、ある程度、全体の景気が上向きにならないと、ここは上がってこないという認識でい

らっしゃいますか。 

（長岡市長） 

 そういう面があると思っています。 

（記者） 

 外国人関連の施策について、地球広場でベトナム語の通訳を配置するというものがありましたが、

例えば学校現場でのサポートだとか、より幅広い形での受け入れ態勢の整備で何か考えていらっしゃ

るものはあるのでしょうか。 

（長岡市長） 

 長岡市の外国人の受け入れ体制は、先進的なものだと思っています。 

現時点では、ベトナムの方も、こちらに家族を連れて来て修学されるという状況ではありません。

将来、そういった状況になれば、当然そういった対応もします。ただ、それを31年度予算で拡充する

必要性は、今のところ感じていません。 

（記者） 

今年の3月頃から、ベトナム人の人材獲得に向けた勉強会を始めたいというお話もあったと思うので

すが、その内容によっては新規の事業を始める可能性もあるのでしょうか。 

（長岡市長） 

 おっしゃるとおりです。 

（記者） 

 会見資料1の2ページ目に、職員数の抑制、時間外勤務手当の縮減でマイナス0.8億円とあるのですが、

この数字になる算出方法は何かあるのでしょうか。 

（総務部長） 

 まず、予算の中身を精査しまして、どこまで削減できるかを検討して、職員の配置状況をどうする

か考えた中で、時間外手当はこれくらい減らせると見込んだものです。 

（記者） 

 職員によって違うのでしょうが、削減した金額は何時間分になるのでしょうか。 

（総務部長） 

 予算ベースで、平成30年度と31年度で比較しますと、30年度は一人一月当たり15.2時間、それを31年

度では13.9時間、ですので、その差のマイナス1.3時間です。9.1%の削減率になります。 
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（記者） 

 市長が産業振興の面でおっしゃられている「長岡版イノベーション」は、NaDeC構想の推進とイコー

ルと考えてよろしいのでしょうか。 

（長岡市長） 

 NaDeC構想の推進は一つの大きな柱になると思いますが、このNaDeC構想だけに政策があるのではな

くて、もうちょっと広範な、例えばRPAの導入も、行政のイノベーションの一つということで、そうい

ったトータルのイメージで「長岡版イノベーション」というのを考えていきたいと思っています。 

（記者） 

 確認ですが、NaDeC構想の推進は、「長岡版イノベーション」の中の一つというイメージでよろしい

でしょうか。 

（長岡市長） 

 「長岡版イノベーション」を推進するための大きな構想だと思っています。 

（記者） 

 「バスケによるまちづくりの推進」として950万円が計上されています。今年、新潟アルビレックス

BBが3年目にして一番いい成績が期待されている中で、新年度予算でさらにアルビを応援するものがあ

るのかお聞かせください。 

 また、寺泊小木航路の社会実験への支援として500万円が計上されていますが、この金額の根拠につ

いてお聞かせください。 

 最後に、今年は中越地震から15年になりますが、節目を意識した行事や施策は、何か盛り込まれて

いるのか、お聞かせください。 

（長岡市長） 

 長岡市はアルビBBのホームタウンですので、機運を盛り上げたり、ブースターの皆さんが増えるよ

うな、側面的な支援をやっていきたいと思います。 

次に、寺泊航路ですが、いわゆる「生活航路」としての航路は、佐渡市さんとしてはあまり考慮し

ないということ、あるいは佐渡汽船の収支の面から維持は困難だという中で、私は県内全体のインバ

ウンド、観光という観点からぜひとも残すべきだと、継続的に言ってきました。 

新潟県には、県全体のインバウンド振興という観点から存続に取り組んでもらいたいという強い要

望をしてきた中で、観光航路としての可能性を探る実証実験をしたいという形になりましたので、長

岡市としても応じていきたいということです。長岡単独でその航路を担うということは適当ではない

し、それは不可能だろうと思っています。 

 それと、中越地震については、その教訓を生かすことは、市民の安全・安心につながることですの

で、防災・減災、そして子どもたちの防災教育にはそれなりの予算をとってあると思っていますが、

特に15年だから何かをやるという予算にはなっていません。 
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（記者） 

 「防災・災害対策の推進」に、栃尾地域にヘリポートの整備がありますが、場所が決まっていたら

お聞かせください。 

（長岡市長） 

 栃尾郷病院の跡地です。 

（記者） 

 新規事業として、「異業種の活動や交流を促進するための外部人材を活用」「大学・高専と連携し、

学生が地域企業の抱える課題への解決策を提案する人材育成プログラムを実施」とありますが、詳細

をお聞かせください。 

（商工部次長） 

 まず「異業種の活動や交流を促進するための外部人材の活用」ですが、産業イノベーションアドバ

イザーを中心にプロジェクトを立ち上げているものに加えて、NaDeC BASEのオープンイノベーション

コーディネーターとして地域おこし協力隊の活用を考えています。 

 「大学・高専との連携による人材育成プログラム」は、今年度、長岡高専が行った課題解決型のプ

ログラムの対象を、4月に新たに開学する長岡崇徳大学を含めた4大学1高専に対象を広げて展開するこ

とを考えています。 

（記者） 

 行政経費の削減の筆頭に「職員数の抑制」とありますが、これは事業がある程度減らせたから、こ

の人数が減らせるということなのか、それとも仕事量はそのままで、すでにいる職員で頑張ってもら

うということなのでしょうか。 

（総務部長） 

 資料にある26人の減には、補充しない技能労務職が含まれていますが、これは委託できるものは委

託する、という従来からの方針の中で、外部委託に切り替えています。そのほかの一般の事務や技術

職員については、仕事の内容や進め方の見直しなどを行いながら、職員数を減らせると考えています。 

（記者） 

職員を減らした部分は、外部化を図ることによって補っているという理解でよろしいでしょうか。 

（長岡市長） 

 仕事の委託化、外部化は、以前から一つの考え方でやってきました。 

組織全体としては、業務の繁忙期などもあり、効率的な人員配置というのはなかなか難しいところ

がありますが、事務事業を見直して業務をなくす、あるいは効率化するということが一番大事だとい

思っています。 

そういう意味で業務や事務を減らしていくため、RPAを導入し、行政のICTを推進していくという部

分もあります。 
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【会見項目2：平成31年4月1日付け組織変更等（案）について】 

 

（長岡市長） 

このたびの組織変更は、主に「不正行為の再発防止に向けた取り組み」、「長岡版イノベーション

のさらなる推進」のための体制づくりを行うことに意を配ったものです。 

 まず、一つ目の「不正行為再発防止に向けた取り組み」を申し上げます。 

職員の法令遵守及び倫理観の保持を進めて、職務遂行の公正性を確保、不祥事を再発防止するとい

う目的のために、理事級の「コンプライアンス推進監」、総務部に「コンプライアンス課」を新たに

設けます。 

 そして、水澤副市長を本部長とする「長岡市コンプライアンス推進本部」を設置します。なお、コ

ンプライアンス推進監は推進本部の統括管理者を、コンプライアンス課は推進本部の事務局を担い、

コンプライアンス推進に係る全庁的な取り組み事項の企画、進捗管理、総合調整を行っていきます。 

 そのほか、入札、契約制度の透明性の確保、情報漏えいの根絶ということで、総務部に「入札・契

約制度改革担当部長」を置きます。間もなく立ち上がります第三者委員会の提案・提言も踏まえて、

具体的な改革に取り組むことにしています。 

 さらに、入札の監視ということで、監査委員でその機能を強化していただくということになりまし

たので、これにあわせて監査委員事務局に「入札監視担当班」を設置します。 

 二つ目の「イノベーションのさらなる推進」のための体制づくりについて申し上げます。 

NaDeC構想、そして行政イノベーションの理念を、組織・政策に浸透させ、かつ一体的に推進するた

めに、地方創生推進部に「イノベーション推進課」を新たに設置します。 

そして、起業支援係を所管する産業イノベーション課に、工業振興課が担当している「ながおか新

産業創造センター NBIC」の仕事を移管しまして、起業支援の核施設としての活用を有機的に進めてい

きたいと思います。 

 三つ目は、「組織体制の効率化の推進」です。アオーレの全体の運営や利用が、かなり軌道に乗っ

てきたため、アオーレ交流課を廃止して、「アオーレ調整係」が行ってきた施設管理業務を管財課に、

さまざまなイベント開催の支援を行っていた「アオーレ交流係」は市民協働課に移管します。 

 そして、現在、社会福祉法人の指導監査は、福祉総務課、介護保険課、長寿はつらつ課でそれぞれ

行っていましたが、これを一本化して、福祉総務課に「指導監査係」を設置します。 

 そのほか、各支所内での効率的な業務運営を行うために、縦割りの係制を廃止し、班体制にします。 

 四つ目は、「業務体制の強化・充実」ですが、国民健康保険料の収納率の向上を図るため、国保年

金課に「滞納対策班」を設置します。 

 また、健康事業ですが、体と心の健康づくりと食育の推進を一体的・総合的に政策推進するため、
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健康課の「地域健康づくり係」と「食育推進係」を統合して、「地域健康づくり班」とします。これ

にあわせて、各支所で独自に実施してきた保健活動も全庁的に一元的に管理して、支所地域などにお

ける活動拠点を３カ所を設けます。 

 そして、議会活性化に向けた動きに合わせて、「庶務係」を「総務秘書係」に、「調査係」を「政

策調査係」に係名の改称を行います。 

 五つ目として、消費税率の引き上げに伴う対応として、「プレミアム付商品券室」を部長級の臨時

的組織として設置します。 

 最後の六つ目ですが、廃止する職や組織などを整理します。「技監」の廃止や規則の一部改正は、

このたびの一連の不正行為を踏まえた対応です。 

（記者） 

不正防止・再発防止に向けた取り組みということで、新たにコンプライアンスの推進監と課を設置

するとのことですが、推進監は具体的にどのような仕事をするのでしょうか。また、コンプライアン

ス課には、どのくらい人が配置されるか、推進本部の陣容をお聞かせください。 

また、技術的な指導やアドバイスをするのは技監だったと思いますが、技監を廃止する影響はどの

ようなものでしょうか。 

（長岡市長） 

 コンプライアンス推進本部は水澤副市長を本部長として全体の意思決定を行っていくわけですが、 

日常的な活動や実態をしっかりと見る責任者が必要だろうということで、推進監をおいたものです。 

 これは、形だけのコンプライアンスの向上ではなくて、それがどのぐらい浸透しているのか。ガイ

ドラインをつくったら、それが守られているのか、そういったものを確認する立場です。コンプライ

アンス課は、その活動を担うところでして、規模的には4、5人を考えています。 

 それと、技監ですが、技術的な部分の問題は確かにありますが、冒頭申し上げたように、今回は不

正防止・再発防止が私にとって、長岡市役所にとって、本当に大きな課題です。技監が逮捕されたと

いう中で、ここは一旦整理して、職としての技監はここで廃止します。技術的な問題については、ど

ういう形がいいのか、考えていきたいと思います。 

（総務部長） 

 コンプライアンス推進本部ですが、水澤副市長を本部長、そのほかの特別職を副本部長としまして、

コンプライアンス推進監を実質的な統括管理者とします。そして、総務部長、教育部長、水道局長、

消防長といった、それぞれ部局の人事を所管している部局長を副統括管理者に、各部局長をコンプラ

イアンスの推進管理者に、その下の各課長を推進責任者に任命して、それぞれの立場で各職員のコン

プライアンスを推進する、確認する体制にしたいと思っています。 

（長岡市長） 

 そのほか、これから第三者委員会の中で議論があります。第三者の目をどう入れていくか、という
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ことも一つのテーマになる可能性もありますので、委員会の中でその体制についても議論いただいて、

その提言を受け止めながら本部体制も作っていきたいと思います。 

（記者） 

 現在ある課が所掌している業務で、コンプライアンス課に移管されるものが決まっていたらお聞か

せください。 

（総務部長） 

 行政管理課が担っている公益通報に関すること、人事課が担っている倫理の向上に向けた研修など

をコンプライアンス課に移管することが中心になると思っています。 

（記者） 

市長は、市長に就任される前は副市長で、それ以前は地域政策監や都市整備部長もされていますが、

市長のこれまでの公務員としての中で、利害関係者や議員、議員秘書からの不当な要求というものを

実際に受けた経験はおありでしょうか。 

（長岡市長） 

 いろいろなお話を聞くということはありました。それが不当かどうか、その時点で十分に認識して

いるかどうかは別ですが、いろいろなお話を受けることはあります。 

（記者） 

 そういった公務員としての経験があった上で、組織をつくっても、きちんと機能しなければいけな

い中で、職員にとってコンプライアンス課がどのような存在になってほしいかお聞かせください 

（長岡市長） 

 まず、不当・不法な行為はしないという職員の倫理観、覚悟が基本的には必要だろうと思います。 

そういう意味で、このコンプライアンスの中心となるのは、やはりそういった倫理意識を高めるた

め、研修や、日々のガイドラインをきっちり守っているかといったチェックなどを継続的にやると。 

もう一方で、利害関係者との接触について、どういうふうにルールを作るか。また、無用・不法な

外部からの圧力に職員がさらされないようにするにはどうするか。これは組織としての課題だろうと

思っていますので、しっかりやります。 

このように、職員個人の心の問題、意識の問題だけではなくて、やはり市役所で決めたルールをど

う守るか、ルールが適切かどうかというの検証など、両面から取り組んでいきたいと思っています。 

（記者） 

 市長は、これまで政治と市政の関係性について、「空気」という言い方をされてきたと思うのです

が、最初の職員の逮捕から間もなく１カ月、政治と市政のあるべき距離感について、改めて認識を伺

います。 

（長岡市長） 

 基本的に、予算を決めて、それを議会で議決をいただいて、それを粛々と実行していく、執行して
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いくというのが行政の仕事ですので、議会などの認められた場以外のところから、さまざまな直接的

な働きかけがあるのは、やはり好ましくないと思います。 

ただ、市議会議員の皆さんのように、地域住民の皆さんの声を伝えるということであれば、それは

むしろ、私としてはぜひ聞かせていただきたいということもあるわけです。 

どのようなとき、どのような形で聞かせていただくか。誰が聞くかというルールをしっかりとつく

っていきたいと思います。 

（記者） 

 そのあたりは、暫定的な措置である「職員倫理行動指針の骨子」や今回の組織改編に反映されたと

いうことでしょうか。 

（長岡市長） 

 そういうことです。 

（記者） 

 今回、技監の役職の廃止に至る経緯や判断した理由についてお聞かせください。 

（長岡市長） 

 まだ捜査中ですので、「技監制度」がどういった問題であったかはこれからの検証になりますが、

現在、組織全体で再発防止に向けて取り組むときに、そういった懸念されるところはリセットしよう

と。以前は技監がなくて、土木部のトップは土木部長、都市整備部のトップは都市整備部長という形

でやってきましたので、まずはそこに戻って、技術の問題についてはまた考えていきたいということ

です。 

（記者） 

 コンプライアンスの推進監や推進本部などは、ある程度法令遵守がなされた時点で廃止する組織な

のか、それとも恒久的に置いておくような組織なのか、お聞かせください。 

（長岡市長） 

組織を挙げてコンプライアンスを日常的に確認・自覚し、そして決めたルールを守っていくという

仕組みが大事なわけで、その仕組みがきっちりできれば、従来型の人事担当部局がしっかり担ってい

くとか、機能していくような形がいいと思います。 

あえて今、臨時的組織という必要もありませんが、こういうものがなくなれば、それは本当にいい

組織になれるのかなと思います。 

（記者） 

 入札・契約制度改革担当部長について、仕事の内容と総務部に置かれている理由についてお聞かせ

くださ。 

（長岡市長） 

 これから第三者委員会で入札制度のあり方、あるいは改革の方向性を議論いただいて、提言があっ
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たものを事務に反映させる場合、今までの事務を大きく変えることになると事務的な影響が考えられ

ますので、関係部局の協力も得ながら、しっかりしたものをつくっていくということで担当者を置く、

というものです。 

契約事務そのものは財務部ですが、全体を束ねる位置に総務部があるので、離れたところに置きな

がら考えていきたいということです。 

（記者） 

 第三者委員会と入札・契約制度改革担当部長の関係ですが、第三者委員会のまとめた報告には拘束

力があるが、そのまま導入するわけではなく、一旦この担当部長が検討をしてから反映する、という

ことでしょうか。 

（長岡市長） 

 第三者委員会で示されたことは、それを受けてそのとおりにやりますが、委員会において、これは

こうする、条文はこうするといった細部まで決めることは不可能だと思いますので、その作業の指揮

をとるという意味です。 

（記者） 

 第三者委員会は、人数が4、5人で二つ立ち上げ、その中には市民も入るということでしたが、どう

いった基準で選んで、どの程度進んでいるかお聞かせください。 

（水澤副市長） 

 第三者委員会は、倫理・コンプライアンスに関するものと、入札・契約制度に関するものの二つを

想定しています。人選の考え方は、基本的にそれぞれの分野の知見が得られる方々、具体的には、や

はり法曹界で長年経験のある方だとか、あるいは入札・契約の点について知見のある学識経験者の方

に加えて、市民的な観点からもご意見いただくということです。 

 委員会はそれぞれ5人程度を想定していて、現在、具体的な方々に打診をしており、ほとんどの方の

内諾をいただいている状況です。 

（記者） 

 その中の「市民」が、具体的にどういった立場の方なのでしょうか。企業の関係者やオンブズマン

などがあると思うのですが。 

（水澤副市長） 

 企業のコンプライアンスを担当されている方、それから調停委員などの立場でコンプライアンスに

関する経験がある方々にお願いをしようと思っています。 

（記者） 

コンプライアンス推進監と、入札・契約制度改革担当部長は、これは単独の職責を持たれるのでし

ょうか。 

（長岡市長） 
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 ほかの任務を担いながら、兼務します。 

（記者） 

 理事級の方のどなたかが兼務するというイメージでよろしいでしょうか。 

（長岡市長） 

 そういうことです。 

（記者） 

 コンプライアンス課は、課長もいらっしゃるのでしょうか。それとも、推進監が担うのでしょうか。 

（長岡市長） 

 課長を置きます。 

（記者） 

 コンプライアンス関係のものはコンプライアンス課がすべて判断をすることになると思いますが、

今まで賞罰等は人事課が担当していたと思います。コンプライアンスに関する賞罰は、コンプライア

ンス課が中心となるのでしょうか。 

（総務部長） 

 職員の懲戒は人事課が行います。 

（記者） 

 流れとしては、コンプライアンス課で何かの問題をつかんだとしたら、方針を決めて人事課に送る、

ということでしょうか。 

（総務部長） 

 職員に関して何か処分すべきことがあれば、人事課と連携をとりながら処理をすることになります。 

（記者） 

 第三者委員会がこれから走り始めるわけですが、「コンプライアンス推進本部」や「入札監視担当

班」などの仕事内容も、委員会で議論や定義されていくと考えてよろしいですか。 

（長岡市長） 

 おっしゃるとおりです。この新しい組織の中で対応できないものがあったら、また別の組織をつく

ることもあり得ると思っています。 

（記者） 

 技監は、技術職のトップという言い方をしています。技術系のノウハウを伝える役割だったのだろ

うと思うのですが、それがなくなるということについて、何か問題があるとは考えていらっしゃいま

せんか。 

（長岡市長） 

 問題が全くないとは考えておりませんが、それはまたカバーし得る方法もあると思います。 

また、そこは再発防止の動きといいますか、第三者委員会の提言などを踏まえながら、ここは一旦
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クリアにしておきたいということです。 

（記者） 

 非常に辛辣な言い方になるかもしれませんが、技監という職自体が、今までも長岡市にとって重要

ではなかったということにならないでしょうか。 

（長岡市長） 

 どのようにも解釈できると思いますが、これだけの職員がいるので、カバーしていけると思ってい

ます。 

（記者） 

 工事検査監が、建設工事の設計を知り得ないようにするということです。工事検査監は、担当部署

から上がってきた積算が正しいか確認することと、完成した工事の検査をすることの二つの仕事があ

ったと思うのですが、積算の確認は、どなたが担うことになるのでしょうか。 

（財務部長） 

 設計・積算したものを、工事検査が確認するというシステムを、積算の数字の部分は見られないよ

うに変えます。数字は具体的に見れないが、図面などの数字以外のものについては確認をする仕組み

に変えます。 

積算の部分は誰もチェックしないのかということですが、以前は誤りが結構あったのですが、現在

は少なくなってきているという中で、各担当課・発注課が責任をもって積算する、間違いがないよう

に行うということです。 

（記者） 

それぞれの単価が実際に合っているか、それを間違って適用していないか。間違った適用をしてい

れば、もちろん金額も変わるわけですので、そこまでを検査するのが検査監だと理解をしていたので

すが、そこはもう発注課の責任として行うということになるのでしょうか。 

（長岡市長） 

 この辺は、ぜひご理解いただきたいんですが、先日の発注方式の暫定制度の導入と同じように、ト

ータルとして暫定的な措置だということです。 

積算から発注に至る全体の流れや問題点は、第三者委員会からぜひ提言をいただきながら、そこで

数字を見ることができるかどうかというよりも、結果的に不正はあり得ない、できないという制度が

あるのが望ましいと私は思っていますので、そういったことも第三者委員会の中で議論していただき

たいわけです。 

当面、問題があった点については、対策を講じながら、暫定的な入札制度によって、不正が起きな

い措置をとって、そして、最終的にはどういう制度にしたらいいか、第三者委員会からの提言を受け

て、最終的に詰めていきたいということです。 

ここの工事検査監の問題についても、そういった大きな流れが変われば、当然、やり方も変わって
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くると思いますが、第三者委員会の立ち上げもまだですので、まずは問題点をクリアにしておきたい

という意図です。 

全体の整合性の中からこれが出てきたというよりも、そういう対応を取る中から出てきたとご理解

をいただきたいと思います。 

（記者） 

 では、今回、積算額を知り得ないようにするけど、第三者委員会でそこは問題ではないということ

になれば、元に戻すこともあるということでしょうか。 

（長岡市長） 

 おっしゃるとおりです。 

（記者） 

 議会事務局の体制の拡充について、議会が活性化するきっかけみたいなものはあったのでしょうか。 

また、どのように強化するのか、今までと違った部分を教えてください。 

（長岡市長） 

 議会が、こういうことで強化したいというお考えを示されたので、それを全体の組織改正の中で位

置付けたということです。 

（記者） 

 議会から要望があったということでしょうか。 

（長岡市長） 

 そういうことです。要望というか、考え方が示されたものです。 

（記者） 

 その要望はいつ頃あったのでしょうか。 

（長岡市長） 

12月です。今回の不祥事と直接関係があるわけではありません。 

（記者） 

 談合などについて、過去に問題がなかったかを含めて包括的にアンケート調査をするということで

したが、これは第三者委員会が調査をするのでしょうか。それとも、今の体制で行うのか、新しく部

署ができてから行うのか、位置付けを教えてください。 

（水澤副市長） 

 職員のアンケートは、市が行います。この結果は、今想定している倫理に関する第三者委員会に、

そのまま資料として提供したいと考えています。 

（記者） 

 もちろん議論するのは第三者委員会であるほうが、より客観的であると思うのですけど、その議論

の礎になるデータも、なるべく客観的であるほうがいいと思うのですが、これについて、市によるア
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ンケート調査だけで十分なのでしょうか。 

（水澤副市長） 

 もちろん、その判断は第三者委員会でなされるべきことだと思っておりますが、その第三者委員会

の中で検討を始めていただくに当たっても、まずは職員の調査を我々が行って、その材料は提供した

いと考えています。 

（記者） 

 今回の事案では特別職が逮捕されています。このたびの組織案の中で、特別職や管理職に対する監

視体制をどのように担保していくものか、お聞かせください。 

（長岡市長） 

 一つは、第三者委員会の皆さんがどう考えるかに従うつもりでありますが、例えばコンプライアン

ス研修などについても、私も含めて特別職すべてを対象にすべきだと思っています。 

（記者） 

 そういった場合に、コンプライアンスの担当部署の人選は、どのように行うのでしょうか。前回は

再発防止委員会の中から逮捕者が出てしまいましたが、この部署をどのように作っていくのでしょう

か。 

（長岡市長） 

 完璧な第三者が本当にいるのかどうか、なかなか難しいご質問だと思います。 

第三者委員会の皆さんがどのように整理されるのか、しっかりと従っていきたいと思っています。 

（記者） 

 入札制度は暫定的な措置をとられて、今日の入札告示から最低制限価格の計算式の公表を始めてい

ると思うのですが、平成23年までは予定価格、上限価格の公表をされていて、それ以降は公表してい

なかったと思います。ほかの自治体の談合対策の事例を見ると、この予定価格を再び公表、事前公表

に切りかえたという例もあると思いますが、今、市としてとってるこの計算式の公表のメリット、デ

メリット、また、予定価格の公表という方法をとっていない理由があれば、お聞かせください。 

（長岡市長） 

 そういうことを検討してもらうための第三者委員会を、今立ち上げようとしています。 

予定価格の公表というのは、積算能力のないすべての業者が応札して、例えば一つの工事に100者が

応札して、同額でくじ引きをすると。国交省は、それは民間の談合を促進するだけだから好ましくな

いという考え方を示す中で、総合評価とか、いろいろな工夫があったわけです。 

ですから、いきなり予定価格の公表という全てフリーパスで、くじ引きなんだ、とやれる自治体は

恐らくないとないと思います。 

しかし、さまざまなことを勘案したとき、それがいいと第三者委員会がおっしゃれば、それには従

いたいと思います。 
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（記者） 

 市の職員に対する、市によるアンケート調査があるということでしたが、第三者委員会によって、

もっと過去の事例についても怪しい入札がないか調べるような指示があった場合は、もちろん市とし

て取り組むということでよろしいでしょうか。 

（長岡市長） 

 第三者委員会が調べるといえばお調べになると思います。 

（記者） 

 アオーレ交流課の見直しについて、軌道に乗ってきたので見直すという説明でしたが、新しい組織

図を見ると、アオーレの名前は出ていません。アオーレは長岡の一つの象徴だと思うのですが、なぜ

今の時期にこういった見直しをするのかということ。 

それと、現状、アオーレ屋上のオイルダンパーは、まだもやもやした状態になっていると思います

が、今後は管財課が担当するということでよろしいでしょうか。 

（長岡市長） 

 建築としてのアオーレは管財課が対応します。 

 アオーレは確かに長岡のシンボルであって、本当に多くの皆さんから認知されているわけですが、

既にその認知は十分になされたと思っています。 

そういう意味では、市が前に出て、利用者を募って、お世話をするような部分は少しずつ減ってき

ているという認識の中で、今回見直しました。 

（記者） 

 福祉総務課に設置する「指導監査係」ですが、この見直しによって、結果として人数は縮小するの

でしょうか。 

（総務部長） 

 具体的な人数の縮小ではなく、業務を集約することで効率化を図るものです。 

（記者） 

 監査委員事務局に「入札監視担当班」を置くということですが、これまでどこまで監視できて、今

後どこまで監視していくのかお聞かせください。 

（水澤副市長） 

 新年度になってからの形になるわけですが、今、監査委員で検討されています。これまでもいくつ

かの契約案件を監査しておられますが、今回の事案を受けて、もう少し全体として、入札結果のまと

まった形での監査をしていただけるように聞いています。 

 


